
令和６年度 

大治町下水道事業会計予算書





議案第９号 

令和６年度大治町下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和６年度大治町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）接 続 戸 数  ２，２４２戸 

（２）年 間 総 排 水 量 ５１５，６８０㎥ 

（３）一 日 平 均 排 水 量  １，４１３㎥ 

（４）主要な建設改良事業

１．管きょ整備工事 １６９，６８０千円 

２．日光川下流流域下水道事業建設負担金  １１，７４６千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 下水道事業収益 ３５４，８６０千円 

 第１項  営 業 収 益  ６７，４２２千円 

 第２項  営業外収益 ２８７，４３８千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ３４３，２２４千円 

 第１項  営 業 費 用 ３００，７８７千円 

 第２項  営業外費用  ４２，４３７千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額１０４，７１１千円は、過年度消費税資本的収支調整額１７，５７

３千円及び過年度損益勘定留保資金８７，１３８千円で補てんするものとする。）。 

収   入 

第１款 資 本 的 収 入 ４１２，８５３千円 

第１項 企 業 債 ２６４，９４０千円 

第２項 負 担 金  ２０，８０８千円 

第３項 国庫補助金 １０８，７６０千円 

第４項 県費補助金  １，４００千円 

第５項 他会計補助金  １６，９４５千円 

支 出 

第１款 資 本 的 支 出 ５１７，５６４千円 

 第１項  建設改良費 ３９７，８４４千円 

 第２項  企業債償還金 １１９，７２０千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 
限度額 
（千円） 

起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道事業 253,240 

証書借入 

3.0%以内 

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について、利率の見

直しを行った後にお

いては、当該利率見

直し後の利率） 

融資先の条件によ

る。ただし、町財政

の都合により、据置

期間及び償還期間

を短縮し、又は繰上

償還若しくは、低利

に借換えすること

ができる。 
流域下水道事業 11,700 

計 264,940 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

（１）予定支出の各項の経費及び各項の間の経費

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

（１）職員給与費 ５４，３５４千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、  

６２，９８１千円である。 

令和６年３月６日提出 

大治町長 村 上 昌 生 
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予 算 に 関 す る 説 明 書 



(単位：千円)

予定額

１．下水道事業収益 354,860

１．営 業 収 益 67,422

１．下 水 道 使 用 料 67,212

２．その他営業収益 210

２．営 業 外 収 益 287,438

１．他 会 計 負 担 金 136,932

２．他 会 計 補 助 金 46,036

３．消 費 税 及 び 17,971

地方消費税還付金

４．長期前受金戻入 81,597

５．国 庫 補 助 金 4,900

６．雑 収 益 2

３.特 別 利 益 0

１．その他特別利益 0

(単位：千円)

予定額

１．下水道事業費用 343,224

１．営 業 費 用 300,787

１．管 き ょ 維 持 費 19,355

２．総 係 費 62,768

３．流 域 下 水 道 64,228

維持管理費負担金

４．減 価 償 却 費 154,436

２．営 業 外 費 用 42,437

１．支 払 利 息 42,437

令和６年度  大治町下水道事業会計予算実施計画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

款 項 目 備考

 収　　入

 支　　出

款 項 目 備考
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(単位：千円)

予定額

１．資 本 的 収 入 412,853

１．企 業 債 264,940

１．企 業 債 264,940

２．負 担 金 20,808

１．受 益 者 負 担 金 5,721

２．他 会 計 負 担 金 15,087

３．国 庫 補 助 金 108,760

１．国 庫 補 助 金 108,760

４．県 費 補 助 金 1,400

１．県 費 補 助 金 1,400

５．他 会 計 補 助 金 16,945

１．一般会計補助金 16,945

(単位：千円)

予定額

１．資 本 的 支 出 517,564

１．建 設 改 良 費 397,844

１．公共下水道事業費 386,098

２．流 域 下 水 道 11,746

建 設 負 担 金

２．企 業 債 償 還 金 119,720

１．企 業 債 償 還 金 119,720

資　本　的　収　入  及  び  支  出
 収　　入

款 項 目 備考

款 項 目 備考

 支　　出
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 4,894

減価償却費 154,436

賞与引当金の増減額（減少は△） 497

長期前受金戻入額 △ 81,597

支払利息 42,437

未収金の増減額（増加は△） △ 879

その他流動資産の増減額（増加は△） △ 42

未払金の増減額 2,122

小計 112,080

利息の支払額 △ 42,437

業務活動によるキャッシュ・フロー 69,643

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 388,943

無形固定資産の取得による支出 △ 10,679

国庫補助金等による収入 100,146

受益者負担金の受入れによる収入 5,201

一般会計からの繰入金による収入 29,120

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 265,155

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 264,940

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 115,951

その他の企業債の償還による支出 △ 3,769

財務活動によるキャッシュ・フロー 145,220

４ 資金増加(減少)額 △ 50,292

５ 資金期首残高 371,493

６ 資金期末残高 321,201

令和６年度大治町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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１　総括

(注)（）内は短時間勤務職員を別掲

（１）会計年度任用職員以外の職員

前　年　度

本　年　度

区　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

△ 427 3,562

職　員
手当等の
内　訳

区　　分

比　　　較

11,018 50,792

比　較 0 (0) 379 732 2,878 3,989

10,591 54,354

前年度 7 (1) 1,467 23,236 15,071 39,774

（千円） （千円）

本年度 7 (1) 1,846 23,968 17,949 43,763

給　料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

給 与 費 明 細 書

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬 給　料 手 当 等

41,317

計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

38,107

（千円） （千円）

本年度 7 23,968 17,349

3,210

10,134 51,451

前年度 7 23,236 14,871

休日勤務
手当

10,737 48,844

比　較 0 732 2,478

（千円）

△ 603 2,607

職　員
手当等の
内　訳

区　　分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

時間外勤務
手当

1,498 1,002 721 771

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10

前　年　度 378 1,461 666 417 851 10

本　年　度 78

比　　　較 △ 300 37 336 304 △ 80 0

区　　分
管理職手当 期末手当 勤勉手当

賞与引当金
繰入額

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 898 3,671 3,063 5,547 90

前　年　度 714 3,493 2,869 3,832 180

比　　　較 184 178 194 1,715 △ 90
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（２）会計年度任用職員

２　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

一　般　職 報　酬 給　料

2,446

手 当 等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,667

（千円） （千円）

本年度 (1) 1,846 0 600

779

457 2,903

前年度 (1) 1,467 0 200 281 1,948

比　較 (0) 379 0 400 176 955

職　員
手当の
内　訳

区　　分

期末手当
（会計年度）

勤勉手当
（会計年度）

273

（千円） （千円）

前　年　度 200 0

本　年　度 327

（千円）

（ ）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を
占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員を別掲

比　　　較 127 273

昇給に伴う
増  加  分

489 平均昇給率　　2.06%

区分
増 減 額 増減事由別内訳

説　明 備　考
（千円）

その他の
増 減 分

2,060 人事異動に伴う増加

給　料 732

給与改定に
伴う増減分

466

　　　　給与改定の状況
　　　　給与改定率　2.00％
前年度
　　　　給与改定実施時期 R5.12

その他の
増 減 分

△ 223 人事異動に伴う減少

職　員
手当等

2,878

制度改正に
伴う増減分

818

・期末手当・勤勉手当の増
　加
・会計年度任用職員に係る
　勤勉手当の増加

期末手当:支給割合の増加
　　　Ｒ5：2.4月 　Ｒ6：2.45月

勤勉手当:支給割合の増加
　　　Ｒ5：2.0月 　Ｒ6：2.05月
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３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の基準となる職務）

区分 一般行政職 備考

令和６年１月１日現在

平均給料月額（円） 282,543

平均給与月額（円） 334,962

平均年齢（歳） 36.0

令和５年１月１日現在

平均給料月額（円） 275,471

平均給与月額（円） 332,094

平均年齢（歳） 35.3

区分 一般行政職（円）
国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 166,600 166,600

大　学　卒 196,200 196,200

区分
一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和６年１月１日現在

７級 1 14.3

６級

５級 1 14.3

４級

３級 2 28.6

２級 1 14.3

１級 2 28.6

計 7 100.0

令和５年１月１日現在

７級

６級 1 14.3

５級 1 14.3

４級

３級 2 28.6

２級 1 14.3

１級 2 28.6

計 7 100.0

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

基準となる職務
定型的な
業務を行う

職務

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う

職務

主任の職務
係長又は

主査の職務

課長補佐、所
長補佐又は

室長補佐の職
務

会計管理者、
課長、局長、
館長、所長、
室長又は

主幹の職務

部長、次長又
は監の職務
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（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

（ ）内は、再任用職員の標準的な支給率

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）地域手当

（％）

（人）

（％）

（８）その他の手当

区分 一般行政職

本
　
年
　
度

職　　 員 　　数（Ａ）（人） 7

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 5

号給数別内訳

 １号給（人）

 ２号給（人）

 ３号給（人） 1

 ４号給（人） 3

 ６号給（人） 1

 ８号給（人）

比　　率（Ｂ）／（Ａ）（％） 71.4

前
　
年
　
度

職　　 員 　　数（Ａ）（人） 7

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 6

号給数別内訳

 １号給（人）

 ２号給（人）

 ３号給（人） 1

 ４号給（人） 2

 ６号給（人） 2

 ８号給（人） 1

比　　率（Ｂ）／（Ａ）（％） 85.7

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計   職務上の段階，職務の

  級等による加算措置
備     考

６月（月分） １２月（月分） （月分）

本　年　度 2.25（1.175） 2.25（1.175） 4.5（2.35） 有

前　年　度 2.2（1.15） 2.2（1.15） 4.4（2.3） 有

２０年勤続
の者(月分)

２５年勤続
の者(月分)

３５年勤続
の者(月分)

最高限度
(月分)

その他の加算措置等

国の制度 2.25（1.175） 2.25（1.175） 4.5（2.35） 有

定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

備     考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

区　　分

差　　異　　の　　内　　容

扶　養　手　当 同

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

7

6

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

区　　分 一般会計の制度との異同

東京都特別区内

20

20

支 給 率

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数

国 の 制 度 （ 支 給 率
等 ）

全域（東京都特別区内を除く）

6
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１　固　定　資　産

 (1)　有形固定資産

　　イ  構　  築　　物　　 5,890,070

　　　  減価償却累計額 △ 557,931 5,332,139

　　　  有形固定資産合計 5,332,139

 (2)　無形固定資産

　　イ  施 設 利 用 権　　 779,517

　　　  無形固定資産合計 779,517

 (3)　投資その他の資産

　　イ  出資金 150

　 　　 投資その他の資産合計 150

　　　  固定資産合計 6,111,806

２　流　動　資　産

 (1)　現　金　預　金 321,201

 (2)　未　　収　　金 15,664

　　　貸 倒 引 当 金 △ 44 15,620

 (3)　未収消費税等 17,971

　　　　流動資産合計 354,792

　　　　資　産　合　計 6,466,598

（単位：千円）

令和６年度 大治町下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　産　の　部
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３　固　定　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 3,641,910

　　ロ　その他の企業債 7,875

　　　　企業債合計 3,649,785

　　　　固定負債合計 3,649,785

４　流　動　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 126,088

　　ロ　その他の企業債 3,771

　　　　企業債合計 129,859

 (2)　未払金 137,831

 (3)　賞与引当金 5,547

　　　　流動負債合計 273,237

５　繰　延　収　益

 (1)　長期前受金

　　イ　受贈財産評価額　 48,838

　　 　 収益化累計額 △ 5,112 43,726

　　ロ　受益者負担金 86,499

　　 　 収益化累計額 △ 7,730 78,769

　　ハ　国庫補助金 1,918,253

　　 　 収益化累計額 △ 186,369 1,731,884

　　ニ　県費補助金 9,720

　　 　 収益化累計額 △ 994 8,726

　　ホ　一般会計負担金 64,641

　　 　 収益化累計額 △ 11,874 52,767

　　ヘ　一般会計補助金 690,900

　　 　 収益化累計額 △ 205,214 485,686

　　　　繰延収益合計 2,401,558

　　　　負　債　合　計 6,324,580

負　債　の　部
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６　資　本　金

 (1)　資　本　金 140,000

７　剰　余　金

 (1)　利 益 剰 余 金

　　イ　当年度未処分利益剰余金 2,018
　　　　利益剰余金合計 2,018

　　　　剰余金合計 2,018

　　　　資　本　合　計 142,018

　　　　負 債 資 本 合 計 6,466,598

資　本　の　部
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注記 

１．重要な会計方針 

（１）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      構築物        15～50 年 

   イ 無形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      施設利用権      45 年 

（２）引当金の計上方法 

   ア 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

   イ 退職給付引当金 

     職員の退職手当は、愛知県市町村職員退職手当組合の負担金を除き、一般会計がその全部を負担

することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

   ウ 賞与引当金 

     職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末

における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

   ア 消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも

のも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、３，７７９，６４４千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

 下水道事業のみを運営しており、単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４．その他 

（１）引当金の目的使用による取崩し 

   ア 貸倒引当金 

     令和６年度において、債権の不納欠損による損失を補填するために取り崩すことが見込まれる貸 

倒引当金の額は計上していない。 

   イ 賞与引当金 

     令和６年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給にかかる法定福利費を支 

出するために取崩すことが見込まれる賞与引当金の額は３，８０４千円である。 
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（単位：千円）

１ 営業収益

（１）　下水道収益 57,105

（２）　その他営業収益 360 57,465

２ 営業費用

（１）　管きょ維持費 13,284

（２）　総係費 50,263

（３）　流域下水道維持管理費負担金 49,856

（４）　減価償却費 147,198 260,601

営業損失 203,136

３ 営業外収益

（１）　他会計負担金 127,055

（２）　他会計補助金 40,495

（３）　長期前受金戻入 78,749

（４）　国庫補助金 3,800

（５）　雑収益 2 250,101

４ 営業外費用

（１）　支払利息 39,804

（２）　その他雑支出 687 40,491 209,610

　 経常利益 6,474

５ 特別利益

（１）　その他特別利益 6,983 6,983 6,983

当年度純利益 13,457

前年度繰越欠損金 6,545

当年度未処分利益剰余金 6,912

令和５年度大治町下水道事業予定損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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１　固　定　資　産

 (1)　有形固定資産

　　イ  構　  築　　物　　 5,532,881

　　　  減価償却累計額 △ 429,669 5,103,212

　　　  有形固定資産合計 5,103,212

 (2)　無形固定資産

　　イ  施 設 利 用 権　　 795,012

　　　  無形固定資産合計 795,012

 (3)　投資その他の資産

　　イ  出資金 150

　 　　 投資その他の資産合計 150

　　　  固定資産合計 5,898,374

２　流　動　資　産

 (1)　現　金　預　金 371,493

 (2)　未　　収　　金 14,785

　　　貸 倒 引 当 金 △ 44 14,741

 (3)　未収消費税等 17,929

　　　　流動資産合計 404,163

　　　　資　産　合　計 6,302,537

令和５年度 大治町下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

（単位：千円）

資　産　の　部
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３　固　定　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 3,503,059

　　ロ　その他の企業債 11,647

　　　　企業債合計 3,514,706

　　　　固定負債合計 3,514,706

４　流　動　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 115,950

　　ロ　その他の企業債 3,769

　　　　企業債合計 119,719

 (2)　未払金 168,708

 (3)　賞与引当金 3,804

　　　　流動負債合計 292,231

５　繰　延　収　益

 (1)　長期前受金

　　イ　受贈財産評価額　 48,838

　　 　 収益化累計額 △ 4,012 44,826

　　ロ　受益者負担金 81,298

　　 　 収益化累計額 △ 5,900 75,398

　　ハ　国庫補助金 1,819,380

　　 　 収益化累計額 △ 143,639 1,675,741

　　ニ　県費補助金 8,447

　　 　 収益化累計額 △ 791 7,656

　　ホ　一般会計負担金 50,926

　　 　 収益化累計額 △ 11,867 39,059

　　ヘ　一般会計補助金 675,495

　　 　 収益化累計額 △ 169,487 506,008

　　　　繰延収益合計 2,348,688

　　　　負　債　合　計 6,155,625

負　債　の　部
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６　資　本　金

 (1)　資　本　金 140,000

７　剰　余　金

 (1)　利 益 剰 余 金

　　イ　当年度未処理利益剰余金 6,912
　　　　利益剰余金合計 6,912

　　　　剰余金合計 6,912

　　　　資　本　合　計 146,912

　　　　負 債 資 本 合 計 6,302,537

資　本　の　部
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注記 

１．重要な会計方針 

（１）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      構築物        15～50 年 

   イ 無形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      施設利用権      45 年 

（２）引当金の計上方法 

   ア 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

   イ 退職給付引当金 

     職員の退職手当は、愛知県市町村職員退職手当組合の負担金を除き、一般会計がその全部を負担

することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

   ウ 賞与引当金 

     職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末

における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

   ア 消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも

のも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、３，６３４，４２５千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

 下水道事業のみを運営しており、単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４．その他 

（１）引当金の目的使用による取崩し 

   ア 貸倒引当金 

     令和５年度において、債権の不納欠損による損失を補填するために取り崩すことが見込まれる貸 

倒引当金の額は６３千円である。 

   イ 賞与引当金 

     令和５年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給にかかる法定福利費を支 

出するために取崩すことが見込まれる賞与引当金の額は３，３４８千円である。 
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大治町下水道事業会計予算実施計画明細書 



本年度 前年度

予定額 予定額

1 下水道事業収益 354,860 348,307 6,553

1 営業収益 67,422 63,175 4,247

1 下水道使用料 67,212 62,815 4,397

2 その他営業収益 210 360 △ 150

2 営業外収益 287,438 278,149 9,289

1 他会計負担金 136,932 126,427 10,505

2 他会計補助金 46,036 45,187 849

3 消費税及び 17,971 20,284 △ 2,313

地方消費税

還付金

4 長期前受金戻入 81,597 78,749 2,848

5 国庫補助金 4,900 7,500 △ 2,600

6 雑収益 2 2 0

3 特別利益 0 6,983 △ 6,983

1 その他特別利益 0 6,983 △ 6,983

目 比　較

令和６年度大治町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出
収　　　　　入

款 項
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（単位：千円）

金　　　額

下水道使用料 67,212

手数料 210 指定工事店指定申請手数料

一般会計負担金 136,932 一般会計繰入金

一般会計補助金 46,036 一般会計繰入金

消費税及び 17,971

地方消費税

還付金

受贈財産評価額戻入 1,100

受益者負担金戻入 1,830

国庫補助金戻入 42,730

県費補助金戻入 203

他会計補助金戻入 13,406

22,321

他会計負担金戻入 7

国庫補助金 4,900

延滞金 1

その他雑収益 1

長期前受金戻入 0 一般会計繰入金償還元金分（過年度分）

節
説　　明

区　　　分

一般会計繰入金償
還元金分
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本年度 前年度

予定額 予定額

1 下水道事業費用 343,224 314,922 28,302

1 営業費用 300,787 275,786 25,001

1 管きょ維持費 19,355 22,012 △ 2,657

2 総係費 62,768 52,439 10,329

支　　　　　出

款 項 目 比　較
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（単位：千円）

金　　　額

委託料 13,355 下水道台帳修正業務委託料 5,264

水質調査業務委託料 379

下水道施設維持管理業務委託料 253

下水道処理委託料 59

管きょ簡易カメラ調査業務委託料 7,400

工事請負費 6,000 下水道維持修繕工事

給料 18,384 一般職（5人）

手当等 9,387 管理職手当 898

扶養手当 78

住居手当 336

通勤手当 585

時間外勤務手当 370

休日勤務手当 6

期末手当 2,870

勤勉手当 2,392

地域手当 1,162

児童手当 90

期末手当（会計年度任用職員） 327

勤勉手当（会計年度任用職員） 273

賞与引当金繰入額 4,301

法定福利費 8,225 共済組合負担金 5,010

退職手当組合負担金 2,758

共済負担金（会計年度任用職員） 168

社会保険料（会計年度任用職員） 263

雇用保険料（会計年度任用職員） 26

報酬 1,846 事務員報酬（会計年度任用職員）

旅費 245 費用弁償（会計年度任用職員） 234

普通旅費 7

特別旅費 4

備消品費 141 消耗品費

印刷製本費 92

委託料 9,213 アドバイザリー業務委託料 2,888

経営戦略改定支援業務委託料 6,325

手数料 14 振替払込手数料 1

振込組戻手数料 6

振込手数料 7

節
説　　明

区　　　分
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本年度 前年度

予定額 予定額
款 項 目 比　較

3 流域下水道 64,228 54,137 10,091
維持管理費

負担金

4 減価償却費 154,436 147,198 7,238

2 営業外費用 42,437 39,136 3,301

1 支払利息 42,437 39,136 3,301
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（単位：千円）

金　　　額

節
説　　明

区　　　分

使用料及び賃借料 1,941 公営企業会計システム使用料 1,873

有料道路通行料等 7

インターネットバンキング利用料 61

修繕費 50

燃料費 1

通信運搬費 18 郵便料

負担金 8,785 日光川下流流域下水道推進協議会会費 30

日本下水道協会負担金 68

全国町村下水道推進協議会愛知県支部会費 24

下水道実務研修費負担金 28

下水道使用料徴収事務費負担金 5,035

日光川下流流域下水道広域化・共同化 3,600

事業負担金

保険料 16 下水道賠償責任保険料

補助金 109 水洗便所改造資金利子補給金 9

浄化槽雨水貯留施設転用費補助金 100

流域下水道 64,228 日光川下流流域下水道維持管理費負担金 54,700
維持管理費 日光川下流流域下水道資本費負担金 9,528

負担金

構築物減価償却費 128,262

無形固定資産 26,174

減価償却費

企業債利息 42,437 財務省財政融資資金 29,068

地方公営企業等金融機構 7,376

簡易生命保険資金 765

市中銀行等 973

前年度借入分 4,255
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本年度 前年度

予定額 予定額

1 資本的収入 412,853 466,265 △ 53,412

1 企業債 264,940 305,600 △ 40,660

1 企業債 264,940 305,600 △ 40,660

2 負担金 20,808 22,315 △ 1,507

1 受益者負担金 5,721 7,879 △ 2,158

2 他会計負担金 15,087 14,436 651

3 国庫補助金 108,760 131,400 △ 22,640

1 国庫補助金 108,760 131,400 △ 22,640

4 県費補助金 1,400 1,000 400

1 県費補助金 1,400 1,000 400

5 他会計補助金 16,945 5,950 10,995

1 一般会計補助金 16,945 5,950 10,995

資本的収入及び支出
収　　　　　入

款 項 目 比　較
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（単位：千円）

金　　　額

企業債 264,940 公共下水道事業債 253,240

流域下水道事業債 11,700

受益者負担金 5,721

一般会計負担金 15,087 一般会計繰入金

国庫補助金 108,760 社会資本整備総合交付金

県費補助金 1,400

一般会計補助金 16,945 一般会計繰入金

節
説　　明

区　　　分

-27-



本年度 前年度

予定額 予定額

1 資本的支出 517,564 572,016 △ 54,452

1 建設改良費 397,844 460,121 △ 62,277

1 公共下水道 386,098 451,937 △ 65,839

事業費

2 流域下水道 11,746 8,184 3,562

建設負担金

2 企業債償還金 119,720 111,895 7,825

1 企業債償還金 119,720 111,895 7,825

支　　　　　出

款 項 目 比　較
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（単位：千円）

金　　　額

給料 5,584 一般職（2人）

手当等 3,015 住居手当 666

通勤手当 136

時間外勤務手当 401

休日勤務手当 4

期末手当 801

勤勉手当 671

地域手当 336

1,246

法定福利費 2,366 共済組合負担金 1,528

退職手当組合負担金 838

委託料 69,400 公共下水道実施詳細設計業務等委託料 64,600

事業損失補償調査費 4,800

修繕費 486

補償及び賠償金 56,001 物件移設補償費 56,000

事業損失補償費 1

工事請負費 248,000 公共下水道工事費

【内訳】

　管きょ整備工事 169,680

　舗装復旧工事 44,634

　取付管設置工事等 33,686

負担金 11,746 日光川下流流域下水道事業建設負担金

建設改良目的 115,951 財務省財政融資資金 82,100

企業債償還元金 地方公営企業等金融機構 28,556

簡易生命保険資金 3,239

市中銀行等 2,056

その他の企業債 3,769 市中銀行等 3,769

償還元金

説　　明
区　　　分

賞与引当金繰入額

節
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